
令和 7 年 9 月 4 日提出

一宮市議会定例会議案

単  行 

この議案集には、再生紙を使用しています。

冊子2





目      次 

令和7年9月一宮市議会定例会議案(単行) 

議案第76号  一宮市職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び一宮市職員の育児休 

業等に関する条例の一部改正について ………………………………………    1頁 

議案第77号  一宮市斎場条例の一部改正について …………………………………………   10頁 

議案第78号  河川等水位監視システム再構築業務委託契約の締結について ……………   13頁 

議案第79号  救助工作車(Ⅲ型)の売買契約の締結について ………………………………   14頁 

議案第80号  簡易防災備蓄倉庫の売買契約の締結について ………………………………   15頁 

議案第81号  パーティション及び簡易ベッドの売買契約の締結について ………………   16頁 

議案第82号  議場等映像音響システム関連機器の売買契約の締結について ……………   17頁 

議案第83号  電話交換機の売買契約の締結について ………………………………………   18頁 

議案第84号  市道路線の廃止及び認定について ……………………………………………   19頁 

認定第1号  令和6年度愛知県一宮市水道事業会計決算の認定について  ………………   30頁 

認定第2号  令和6年度愛知県一宮市下水道事業会計決算の認定について  ……………   31頁 

認定第3号  令和6年度愛知県一宮市病院事業会計決算の認定について  ………………   32頁 

報告第22号  専決処分の報告について ………………………………………………………   33頁 

報告第23号  令和6年度愛知県一宮市水道事業会計継続費の精算報告について  ………   36頁 

報告第24号  令和6年度愛知県一宮市水道事業会計決算に係る資金不足比率の報告 

について …………………………………………………………………………   38頁 

報告第25号  令和6年度愛知県一宮市下水道事業会計決算に係る資金不足比率の報 

告について ………………………………………………………………………   39頁 

報告第26号  令和6年度愛知県一宮市病院事業会計決算に係る資金不足比率の報告 

について …………………………………………………………………………   40頁 

報告第27号  いちのみや未来エネルギー株式会社の経営状況の報告について …………   41頁 





議案第76号 

一宮市職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び一宮市職員の育児休業等に関する

条例の一部改正について 

一宮市職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び一宮市職員の育児休業等に関する条例

の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和7年9月4日提出 

一宮市長 中 野 正 康 

提案理由 

国家公務員の勤務時間制度の変更に準じ仕事と育児に係る両立支援制度を利用しやすい

勤務環境を整備し、地方公務員の育児休業等に関する法律(平成3年法律第110号)の改正に

伴い部分休業を柔軟に取得できるようにし、及び例規の整備を行うため、本案を提出する。 

- 1 -



一宮市職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び一宮市職員の育児休業等に関する

条例の一部を改正する条例 

(一宮市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正) 

第1条 一宮市職員の勤務時間、休暇等に関する条例(平成17年一宮市条例第14号)の一部を

次のように改正する。 

現行 改正後 

(育児を行う職員の時間外勤務の免除) (育児を行う職員の時間外勤務の免除) 

第8条の3 任命権者は、小学校就学の始期に

達するまでの子           

    のある職員が、規則で定めるとこ

ろにより、当該子を養育するために請求し

た場合には、当該請求をした職員の業務を

処理するための措置を講ずることが著し

く困難である場合を除き、第8条第2項に規

定する勤務(災害その他避けることのでき

ない事由に基づく臨時の勤務を除く。次条

第2項において同じ。)をさせてはならな

い。 

第8条の3 任命権者は、小学校就学の始期に

達するまでの子(民法(明治29年法律第89

号)第817条の2第1項の規定により職員が

当該職員との間における同項に規定する

特別養子縁組の成立について家庭裁判所

に請求した者(当該請求に係る家事審判事

件が裁判所に係属している場合に限る。)

であって、当該職員が現に監護するもの、

児童福祉法(昭和22年法律第164号)第27条

第1項第3号の規定により同法第6条の4第2

号に規定する養子縁組里親である職員に

委託されている児童その他これらに準ず

る者として規則で定める者を含む。以下こ

の条並びに次条第1項及び第2項において

同じ。)のある職員が、規則で定めるとこ

ろにより、当該子を養育するために請求し

た場合には、当該請求をした職員の業務を

処理するための措置を講ずることが著し

く困難である場合を除き、第8条第2項に規

定する勤務(災害その他避けることのでき

ない事由に基づく臨時の勤務を除く。次条

第2項において同じ。)をさせてはならな

い。 

(育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び

時間外勤務の制限) 

(育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び

時間外勤務の制限) 

第8条の4 略 第8条の4 略 

2 略 2 略 

3 前条及び前2項の規定は、第15条第1項に

規定する日常生活を営むのに支障がある

者(以下この項において「要介護者」とい

う。)を介護する職員について準用する。

3 前条及び前2項の規定は、第15条第1項に

規定する日常生活を営むのに支障がある

者(以下       「要介護者」とい

う。)を介護する職員について準用する。
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この場合において、前条中「小学校就学の

始期に達するまでの子        

         のある職員が、規則で

定めるところにより、当該子を養育」とあ

り、第1項中「小学校就学の始期に達する

までの子のある職員(職員の配偶者で当該

子の親であるものが、深夜(午後10時から

翌日の午前5時までの間をいう。以下同

じ。)において常態として当該子を養育す

ることができるものとして規則で定める

者に該当する場合における当該職員を除

く。)が、規則で定めるところにより、当

該子を養育」とあり、及び前項中「小学校

就学の始期に達するまでの子のある職員

が、規則で定めるところにより、当該子を

養育」とあるのは、「要介護者のある職員

が、規則で定めるところにより、当該要介

護者を介護」と、前条中「当該請求をした

職員の業務を処理するための措置を講ず

ることが著しく困難である」とあるのは

「公務の運営に支障がある」と、第1項中

「深夜における」とあるのは「深夜(午後1

0時から翌日の午前5時までの間をいう。)

における」とそれぞれ読み替えるものとす

る。 

この場合において、前条中「小学校就学の

始期に達するまでの子(民法(明治29年法

律第89号)第817条の2第1項の規定により

職員が当該職員との間における同項に規

定する特別養子縁組の成立について家庭

裁判所に請求した者(当該請求に係る家事

審判事件が裁判所に係属している場合に

限る。)であって、当該職員が現に監護す

るもの、児童福祉法(昭和22年法律第164

号)第27条第1項第3号の規定により同法第

6条の4第2号に規定する養子縁組里親であ

る職員に委託されている児童その他これ

らに準ずる者として規則で定める者を含

む。以下この条並びに次条第1項及び第2

項において同じ。)のある職員が、規則で

定めるところにより、当該子を養育」とあ

り、第1項中「小学校就学の始期に達する

までの子のある職員(職員の配偶者で当該

子の親であるものが、深夜(午後10時から

翌日の午前5時までの間をいう。以下同

じ。)において常態として当該子を養育す

ることができるものとして規則で定める

者に該当する場合における当該職員を除

く。)が、規則で定めるところにより、当

該子を養育」とあり、及び前項中「小学校

就学の始期に達するまでの子のある職員

が、規則で定めるところにより、当該子を

養育」とあるのは、「要介護者のある職員

が、規則で定めるところにより、当該要介

護者を介護」と、前条中「当該請求をした

職員の業務を処理するための措置を講ず

ることが著しく困難である」とあるのは

「公務の運営に支障がある」と、第1項中

「深夜における」とあるのは「深夜(午後1

0時から翌日の午前5時までの間をいう。)

における」とそれぞれ読み替えるものとす

る。 

4 略 4 略 

(介護休暇) (介護休暇) 

第15条 介護休暇は、職員が配偶者(届出を 第15条 介護休暇は、職員が配偶者(届出を
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していないが、事実上婚姻関係と同様の事

情にある者を含む。以下この項において同

じ。)、父母、子、配偶者の父母その他規

則で定める者(第17条の2第1項において

「配偶者等」という。)で負傷、疾病又は

老齢により規則で定める期間にわたり日

常生活を営むのに支障があるものの介護

をするため、任命権者が、規則の定めると

ころにより、職員の申出に基づき、要介護

者の各々が当該介護を必要とする1の継続

する状態ごとに、3回を超えず、かつ、通

算して6月を超えない範囲内で指定する期

間(以下「指定期間」という。)内において

勤務しないことが相当であると認められ

る場合における休暇とする。 

していないが、事実上婚姻関係と同様の事

情にある者を含む。以下この項において同

じ。)、父母、子、配偶者の父母その他規

則で定める者(第17条の3第1項において

「配偶者等」という。)で負傷、疾病又は

老齢により規則で定める期間にわたり日

常生活を営むのに支障があるものの介護

をするため、任命権者が、規則の定めると

ころにより、職員の申出に基づき、要介護

者の各々が当該介護を必要とする1の継続

する状態ごとに、3回を超えず、かつ、通

算して6月を超えない範囲内で指定する期

間(以下「指定期間」という。)内において

勤務しないことが相当であると認められ

る場合における休暇とする。 

2・3 略 2・3 略 

第17条 略 第17条 略 

 (妊娠、出産等についての申出をした職員

等に対する意向確認等) 

 第17条の2 任命権者は、一宮市職員の育児

休業等に関する条例(平成4年条例第20号)

第13条第1項の措置を講ずるに当たって

は、同項の規定による申出をした職員(以

下この項において「申出職員」という。)

に対して、次に掲げる措置を講じなければ

ならない。 

 (1) 申出職員の仕事と育児との両立に資

する制度又は措置(次号において「出生

時両立支援制度等」という。)その他の

事項を知らせるための措置 

 (2) 出生時両立支援制度等の請求、申告

又は申出(以下「請求等」という。)に係

る申出職員の意向を確認するための措

置 

 (3) 一宮市職員の育児休業等に関する条

例第13条第1項の規定による申出に係る

子の心身の状況又は育児に関する申出

職員の家庭の状況に起因して当該子の

出生の日以後に発生し、又は発生するこ
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とが予想される職業生活と家庭生活と

の両立の支障となる事情の改善に資す

る事項に係る申出職員の意向を確認す

るための措置 

 2 任命権者は、3歳に満たない子を養育する

職員(以下この項において「対象職員」と

いう。)に対して、市長の定める期間内に、

次に掲げる措置を講じなければならない。

 (1) 対象職員の仕事と育児との両立に資

する制度又は措置(次号において「育児

期両立支援制度等」という。)その他の

事項を知らせるための措置 

 (2) 育児期両立支援制度等の請求等に係

る対象職員の意向を確認するための措

置 

 (3) 対象職員の3歳に満たない子の心身

の状況又は育児に関する対象職員の家

庭の状況に起因して発生し、又は発生す

ることが予想される職業生活と家庭生

活との両立の支障となる事情の改善に

資する事項に係る対象職員の意向を確

認するための措置 

 3 任命権者は、第1項第3号又は前項第3号の

規定により意向を確認した事項の取扱い

に当たっては、当該意向に配慮しなければ

ならない。 

(配偶者等が介護を必要とする状況に至っ

た職員に対する意向確認等) 

(配偶者等が介護を必要とする状況に至っ

た職員に対する意向確認等) 

第17条の2 任命権者は、職員が配偶者等が

当該職員の介護を必要とする状況に至っ

たことを申し出たときは、当該職員に対し

て、仕事と介護との両立に資する制度又は

措置(以下この条及び次条において「介護

両立支援制度等」という。)その他の事項

を知らせるとともに、介護両立支援制度等

の申告、請求又は申出(次条において「請

求等」という。)に係る当該職員の意向を

確認するための面談その他の措置を講じ

なければならない。 

第17条の3 任命権者は、職員が配偶者等が

当該職員の介護を必要とする状況に至っ

たことを申し出たときは、当該職員に対し

て、仕事と介護との両立に資する制度又は

措置(以下この条及び次条において「介護

両立支援制度等」という。)その他の事項

を知らせるとともに、介護両立支援制度等

の請求等              

        に係る当該職員の意向を

確認するための面談その他の措置を講じ

なければならない。 
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2 略 2 略 

(勤務環境の整備に関する措置) (勤務環境の整備に関する措置) 

第17条の3 略 第17条の4 略 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

(一宮市職員の育児休業等に関する条例の一部改正) 

第2条 一宮市職員の育児休業等に関する条例(平成4年一宮市条例第20号)の一部を次のよ

うに改正する。 

現行 改正後 

(部分休業をすることができない職員) (部分休業をすることができない職員) 

第9条 育児休業法第19条第1項の条例で定

める職員は、次に掲げる職員とする。 

第9条 略 

(1) 略 (1) 略 

(2) 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務

時間を考慮して市長が規則で定める非

常勤職員以外の非常勤職員(地方公務員

法(昭和25年法律第261号)第22条の4第1

項に規定する短時間勤務の職を占める

職員(以下「定年前再任用短時間勤務職

員等」という。)を除く       

  。) 

(2) 勤務日の日数          

  を考慮して市長が規則で定める非

常勤職員以外の非常勤職員(地方公務員

法(昭和25年法律第261号)第22条の4第1

項に規定する短時間勤務の職を占める

職員(以下「定年前再任用短時間勤務職

員等」という。)を除く。次条において

同じ。) 

(部分休業   の承認) (第1号部分休業の承認) 

第10条 部分休業の承認は、正規の勤務時間

(一宮市職員の勤務時間、休暇等に関する

条例(平成17年一宮市条例第14号。以下「勤

務時間条例」という。)第8条第1項に規定

する正規の勤務時間(非常勤職員(定年前

再任用短時間勤務職員等を除く。以下この

条において同じ。)にあっては、当該非常

勤職員について定められた勤務時間)をい

う。)の始め又は終わりにおいて、30分を

単位として行うものとする。 

第10条 育児休業法第19条第2項第1号に掲

げる範囲内で請求する同条第1項に規定す

る部分休業(以下「第1号部分休業」とい

う。)の承認は            

               、30分を

単位として行うものとする。 

2 勤務時間条例第14条の規定により市長が

規則で定める特別休暇(生後1年に達しな

い子を育てる職員が、その子の保育のため

に必要と認められる授乳等を行う場合に

限る。)、勤務時間条例第15条の2第1項の

介護時間又は勤務時間条例第15条の3第1

項の子育て部分休暇の承認を受けて勤務

しない職員に対する部分休業   の承認

2 勤務時間条例第14条の規定により市長が

規則で定める特別休暇(生後1年に達しな

い子を育てる職員が、その子の保育のため

に必要と認められる授乳等を行う場合に

限る。)、勤務時間条例第15条の2第1項の

介護時間又は勤務時間条例第15条の3第1

項の子育て部分休暇の承認を受けて勤務

しない職員に対する第1号部分休業の承認
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については、1日につき2時間から当該特別

休暇、当該介護時間又は当該子育て部分休

暇の承認を受けて勤務しない時間を減じ

た時間を超えない範囲内で行うものとす

る。 

については、1日につき2時間から当該特別

休暇、当該介護時間又は当該子育て部分休

暇の承認を受けて勤務しない時間を減じ

た時間を超えない範囲内で行うものとす

る。 

3 非常勤職員に対する部分休業   の承

認については、1日につき、当該非常勤職

員について1日につき定められた勤務時間

から5時間45分を減じた時間を超えない範

囲内(当該非常勤職員が前項に規定する特

別休暇に相当する休暇、同項の介護時間に

相当する休暇又は同項の子育て部分休暇

に相当する休暇の承認を受けて勤務しな

い場合にあっては、当該時間を超えない範

囲内で、かつ、2時間からこれらの休暇の

承認を受けて勤務しない時間を減じた時

間を超えない範囲内)で行うものとする。

3 非常勤職員に対する第1号部分休業の承

認については、1日につき、当該非常勤職

員について1日につき定められた勤務時間

から5時間45分を減じた時間を超えない範

囲内(当該非常勤職員が前項に規定する特

別休暇に相当する休暇、同項の介護時間に

相当する休暇又は同項の子育て部分休暇

に相当する休暇の承認を受けて勤務しな

い場合にあっては、当該時間を超えない範

囲内で、かつ、2時間からこれらの休暇の

承認を受けて勤務しない時間を減じた時

間を超えない範囲内)で行うものとする。

 (第2号部分休業の承認) 

 第10条の2 育児休業法第19条第2項第2号に

掲げる範囲内で請求する同条第1項に規定

する部分休業(以下「第2号部分休業」とい

う。)の承認は、1時間を単位として行うも

のとする。ただし、次の各号に掲げる場合

にあっては、それぞれ当該各号に定める時

間数の第2号部分休業を承認することがで

きる。 

 (1) 1回の勤務に係る日ごとの勤務時間

に分を単位とした時間がある場合であ

って、当該勤務時間の全てについて承認

の請求があったとき 当該勤務時間の

時間数 

 (2) 第2号部分休業の残時間数に1時間未

満の端数がある場合であって、当該残時

間数の全てについて承認の請求があっ

たとき 当該残時間数 

 (育児休業法第19条第2項の条例で定める1

年の期間) 

 第10条の3 育児休業法第19条第2項の条例

で定める1年の期間は、毎年4月1日から翌

年3月31日までとする。 
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 (育児休業法第19条第2項第2号の人事院規

則で定める時間を基準として条例で定める

時間) 

 第10条の4 育児休業法第19条第2項第2号の

人事院規則で定める時間を基準として条

例で定める時間は、次の各号に掲げる職員

の区分に応じ、当該各号に定める時間とす

る。 

 (1) 非常勤職員以外の職員 77時間30分 

 (2) 非常勤職員 当該非常勤職員の勤務

日1日当たりの勤務時間数に10を乗じて

得た時間 

 (育児休業法第19条第3項の条例で定める

特別の事情) 

 第10条の5 育児休業法第19条第3項の条例

で定める特別の事情は、配偶者が負傷又は

疾病により入院したこと、配偶者と別居し

たことその他の同条第2項の規定による申

出時に予測することができなかった事実

が生じたことにより同条第3項の規定によ

る変更(以下「第3項変更」という。)をし

なければ同項の職員の小学校就学の始期

に達するまでの子の養育に著しい支障が

生じると任命権者が認める事情とする。 

(部分休業をしている職員の給与の取扱

い) 

(部分休業をしている職員の給与の取扱

い) 

第11条 職員が部分休業        

       の承認を受けて勤務しな

い場合には、その勤務しない1時間につき、

給与条例第17条に規定する勤務1時間当た

りの給与額(非常勤職員にあっては、当該

非常勤職員の勤務1時間当たりの給与額)

を減額して支給する。 

第11条 職員が育児休業法第19条第1項に規

定する部分休業の承認を受けて勤務しな

い場合には、その勤務しない1時間につき、

給与条例第17条に規定する勤務1時間当た

りの給与額(非常勤職員にあっては、当該

非常勤職員の勤務1時間当たりの給与額)

を減額して支給する。 

(部分休業の承認の取消事由) (部分休業の承認の取消事由) 

第12条 第6条の規定は、部分休業について

準用する。 

第12条 育児休業法第19条第6項において準

用する育児休業法第5条第2項の条例で定

める事由は、職員が第3項変更をしたとき

とする。 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 
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付 則 

(施行期日) 

1 この条例は、令和7年10月1日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日から施行

する。 

(3歳に満たない子を養育する職員に対する意向確認等に関する経過措置) 

2 任命権者は、この条例の施行の日(以下「施行日」という。)前においても、第1条の規

定による改正後の一宮市職員の勤務時間、休暇等に関する条例第17条の2第2項の規定の

例により、同項各号に掲げる措置を講ずることができる。この場合において、その講じ

られた措置は、施行日以後は、同項の規定により講じられたものとみなす。 

(令和8年3月31日までの間における第2号部分休業に関する経過措置) 

3 育児休業法第19条第2項第2号に掲げる範囲内において、施行日から令和8年3月31日まで

の間における部分休業の承認の請求をする場合における第2条の規定による改正後の一

宮市職員の育児休業等に関する条例第10条の4の規定の適用については、同条第1号中「77

時間30分」とあるのは「38時間45分」と、同条第2号中「10」とあるのは「5」とする。 
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議案第77号 

一宮市斎場条例の一部改正について 

一宮市斎場条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和7年9月4日提出 

一宮市長 中 野 正 康 

提案理由 

斎場の使用料の額を引き上げ、及び条文の整備を行うため、本案を提出する。 
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一宮市斎場条例の一部を改正する条例 

一宮市斎場条例(昭和41年一宮市条例第27号)の一部を次のように改正する。 

現行 改正後 

別表(第7条関係) 別表(第7条関係) 

【別記 参照】 【別記 参照】 

備考 備考 

1 市内利用とは次の各号のいずれかに

該当する場合に係る利用をいい、市外

利用とはそれ以外の場合に係る利用

をいう。 

1 略 

(1) 死亡者が死亡時に本市に住所を

有していた場合 

(1) 本市に住所を有している者が死

亡した場合 

(2) 使用者が本市に住所を有してい

る場合 

(2) 介護保険法（平成9年法第123号）

第13条第1項に規定する住所地特例

対象施設に入所又は入居をしてい

る者であって、本市の介護保険の被

保険者であるものが死亡した場合 

(3) 死亡者が死亡時に介護保険法

(平成9年法律第123号)第13条第1項

に規定する住所地特例対象施設に

入所又は入居をしていた者であっ

て、本市の介護保険の被保険者であ

った場合 

(3) 死体(犬、猫等の死体を除く。)

にあっては、使用者が本市に住所を

有している場合 

 (4) 死胎にあっては、当該死胎の母

又は父が本市に住所を有している

場合 

 (5) 胞衣及び産汚物にあっては、当

該胞衣及び産汚物に係る分べんを

した産婦が本市に住所を有してい

る場合 

 (6) 人体の一部にあっては、当該人

体の一部を失った者が本市に住所

を有している場合 

 (7) 犬、猫等の死体にあっては、使

用者が本市に住所を有している場

合 

 (8) 霊安室又は待合室にあっては、

第1号から第4号までのいずれかに

- 11 -



該当する場合 

(4) 前3号 に掲げるもののほか、市

長が特に必要があると認める場合 

(9) 前各号に掲げるもののほか、市

長が特に必要があると認める場合 

2 略 2 略 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

【別記】 

現行 

区分 使用料の額 

市内利用 市外利用 

10歳以上の者 2,000円 50,000円

10歳未満の者 1,000円 25,000円

死胎 500円 12,000円

胞衣及び産汚物(産婦1人につき) 1,000円 5,000円

人体の一部 1,000円 5,000円

犬、猫等の死体(1頭につき) 1,000円 5,000円

汚物(1個につき) 1,000円 5,000円

霊安室(1回24時間) 1,000円 3,000円

待合室(1回2時間) 2,000円 6,000円

改正案 

区分 使用料の額 

市内利用 市外利用 

10歳以上の者(1体につき) 3,000円 70,000円

10歳未満の者(1体につき) 1,500円 35,000円

死胎(1体につき) 1,000円 20,000円

胞衣及び産汚物(産婦1人につき) 2,000円 15,000円

人体の一部(1人につき) 2,000円 15,000円

犬、猫等の死体(1体につき) 2,000円 15,000円

霊安室(1回24時間) 1,500円 4,500円

待合室(1回2時間) 3,000円 9,000円

付 則 

(施行期日) 

1 この条例は、令和8年4月1日から施行する。 

(経過措置) 

2 改正後の一宮市斎場条例別表の規定は、この条例の施行の日以後の使用に係る使用料に

ついて適用し、同日前の使用に係る使用料については、なお従前の例による。 
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議案第78号 

河川等水位監視システム再構築業務委託契約の締結について 

次のとおり河川等水位監視システム再構築業務委託契約の締結をしたいので、議会の議

決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例(昭和39年一宮市条例第4号)第2条

の規定に基づき、議会の議決を求める。 

令和7年9月4日提出 

一宮市長 中 野 正 康 

1 契 約 名 称 河川等水位監視システム再構築業務委託契約

2 場 所 一宮市丹陽町五日市場字屋敷241番地他 

3 契 約 概 要 河川等水位監視システム再構築業務一式 

4 契 約 方 法 指名競争入札 

5 契 約 金 額 217,844,000円 

6 契約の相手方 名古屋市中区錦一丁目15番3号 オリックス名古屋錦ビル 

株式会社建設技術研究所 中部支社 
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議案第79号 

救助工作車(Ⅲ型)の売買契約の締結について 

次のとおり消防署において使用する救助工作車(Ⅲ型)の売買契約の締結をしたいので、

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例(昭和39年一宮市条例第4

号)第3条の規定に基づき、議会の議決を求める。 

令和7年9月4日提出 

一宮市長 中 野 正 康 

1 物 品 名 救助工作車(Ⅲ型) 

2 台    数 1台 

3 契 約 方 法 一般競争入札 

4 契 約 金 額 185,350,000円 

5 契約の相手方 一宮市千秋町小山字高砂30番地 

内外物産株式会社 
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議案第80号 

簡易防災備蓄倉庫の売買契約の締結について 

次のとおり一宮市指定避難所において使用する簡易防災備蓄倉庫の売買契約の締結をし

たいので、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例(昭和39年一宮

市条例第4号)第3条の規定に基づき、議会の議決を求める。 

令和7年9月4日提出 

一宮市長 中 野 正 康 

1 物 品 名 簡易防災備蓄倉庫 

2 数    量 36基 

3 契 約 方 法 一般競争入札 

4 契 約 金 額 55,440,000円 

5 契約の相手方 一宮市時之島字中屋敷29番地 

株式会社三陽商会 
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議案第81号 

パーティション及び簡易ベッドの売買契約の締結について 

次のとおり一宮市指定避難所において使用するパーティション及び簡易ベッドの売買契

約の締結をしたいので、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例

(昭和39年一宮市条例第4号)第3条の規定に基づき、議会の議決を求める。 

令和7年9月4日提出 

一宮市長 中 野 正 康 

1 物 品 名 避難所用パーティション及び簡易ベッド 

2 数    量 (1) パーティション 2,000組 

(2) 簡易ベッド 2,000台 

3 契 約 方 法 一般競争入札 

4 契 約 金 額 94,600,000円 

5 契約の相手方 一宮市時之島字中屋敷29番地 

株式会社三陽商会 
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議案第82号 

議場等映像音響システム関連機器の売買契約の締結について 

次のとおり一宮市役所本庁舎において使用する議場等映像音響システム関連機器の売買

契約の締結をしたいので、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条

例(昭和39年一宮市条例第4号)第3条の規定に基づき、議会の議決を求める。 

令和7年9月4日提出 

一宮市長 中 野 正 康 

1 物 品 名 議場等映像音響システム関連機器 

2 数    量 一式 

3 契 約 方 法 指名競争入札 

4 契 約 金 額 53,020,000円 

5 契約の相手方 名古屋市中区丸の内三丁目18番28号 

教育産業株式会社 
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議案第83号 

電話交換機の売買契約の締結について 

次のとおり一宮市役所本庁舎において使用する電話交換機の売買契約の締結をしたいの

で、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例(昭和39年一宮市条例

第4号)第3条の規定に基づき、議会の議決を求める。 

令和7年9月4日提出 

一宮市長 中 野 正 康 

1 物 品 名 本庁舎電話交換機 

2 数    量 (1) 電話交換機 1台 

(2) 関連機器 一式 

3 契 約 方 法 一般競争入札 

4 契 約 金 額 104,478,000円 

5 契約の相手方 名古屋市中村区平池町4丁目60番地12 グローバルゲート25階 

株式会社フューチャーイン 
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議案第84号 

市道路線の廃止及び認定について 

市道の路線を次のとおり廃止し、及び認定したいので、道路法(昭和27年法律第180号)

第8条第2項及び第10条第3項の規定により、議会の議決を求める。 

令和7年9月4日提出 

一宮市長 中 野 正 康 
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整　理 起　　　　　　　　　　　　点

番　号 終　　　　　　　　　　　　点

千秋町町屋字端畑

千秋町町屋字高畑

以　下　余　白

主　要　な

① 市道G330号線

経　過　地

路線廃止

路　　　線　　　名
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整　理 起　　　　　　　　　　　　点

番　号 終　　　　　　　　　　　　点

千秋町町屋字高畑

千秋町町屋字真言堂

八幡四丁目

八幡四丁目

以　下　余　白

2 市道K1013号線

路線認定

路　　　線　　　名
主　要　な

経　過　地

1 市道G330号線

- 21 -



① 路線廃止整理番号

路 線 廃 止 部 分

● 路 線 廃 止 起 点

▲ 路 線 廃 止 終 点

1 路線認定整理番号

路 線 認 定 部 分

○ 路 線 認 定 起 点

△ 路 線 認 定 終 点

凡　　　　　　　　例
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路線廃止

案内図
S=1／10,000

N

市
道
G3
30
号
線

①

千秋中学校

一宮南高校
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路線廃止

位置図
S=1／2,500

N

市
道
G3
30
号
線

●

▼

①
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主
要
地
方
道
名
古
屋
江
南
線

名
神
高
速
道
路

国
道
155号

路線認定

案内図
S=1／10,000

N

市
道
G3
30
号
線

1

千秋中学校

一宮南高校
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路線認定

位置図
S=1／2,500

N

市
道
G3
30
号
線

整理番号 路線名 延長(ｍ) 幅員(ｍ)

1 市道G330号線 150.90 4.50～5.00

▽

〇

1
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主
要
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道
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古
屋
江
南
線

路線認定

案内図
S=1／10,000

N

市道K1013号線

2

中部中学校

神山小学校
修文大学

主要地方道大垣一宮線

名
鉄
尾
西
線

名
鉄
名
古
屋
本
線

Ｊ
Ｒ
東
海
道
本
線

県道冨田一宮線

国
道
15
5号
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路線認定

位置図
S=1／2,500

N

市道K1013号線
▽

〇

2

開発区域

整理番号 路線名 延長(ｍ) 幅員(ｍ) 隅切部幅員(ｍ)

10.24（起点）2 市道K1013号線 259.81 6.0
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認定第1号 

令和6年度愛知県一宮市水道事業会計決算の認定について 

令和6年度愛知県一宮市水道事業会計決算を地方公営企業法(昭和27年法律第292号)第

30条第4項の規定に基づき、議会の認定に付す。 

令和7年9月4日提出 

一宮市長 中 野 正 康 
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認定第2号 

令和6年度愛知県一宮市下水道事業会計決算の認定について 

令和6年度愛知県一宮市下水道事業会計決算を地方公営企業法(昭和27年法律第292号)

第30条第4項の規定に基づき、議会の認定に付す。 

令和7年9月4日提出 

一宮市長 中 野 正 康 
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認定第3号 

令和6年度愛知県一宮市病院事業会計決算の認定について 

令和6年度愛知県一宮市病院事業会計決算を地方公営企業法(昭和27年法律第292号)第

30条第4項の規定に基づき、議会の認定に付す。 

令和7年9月4日提出 

一宮市長 中 野 正 康 
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報告第22号 

専決処分の報告について 

市長の専決処分事項の指定について(昭和62年3月23日議決)第1項、第2項第1号及び第3

号並びに第4項の規定により、次のとおり専決処分したので、地方自治法(昭和22年法律第

67号)第180条第2項の規定に基づき報告する。 

令和7年9月4日提出 

一宮市長 中 野 正 康 
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市長の専決処分事項の指定について (昭和 62 年 3 月 23 日議決 ) 

1 第 1 項 関 係 (和 解 ) 

専決 処分  

年 月 日  
発 生 年 月 日  原   因 市 が 負 担 す べ き も の 所   属

令 和  

 7.  6. 9 

令 和  

 7.  3.24  
交 通 事 故  な    し  子 育 て 支 援 課  

令 和  

 7.  7. 3 

令 和  

 7.  6.10  
交 通 事 故  な    し  介 護 保 険 課  

2 第 2 項 第 1 号 及 び 第 3 号 関 係 (和 解 及 び 損 害 賠 償 の 額 の 決 定 ) 

専決 処分  

年 月 日  
発 生 年 月 日  原   因

市 が 負 担 す べ き も の  
所   属

うち損害賠償額 

令 和  

 7.  6. 6  

令 和  

 7.  4. 8  
保 育 園 内 保育 中 の 水 筒 損 傷 事 故  4,378円 4,378円 保 育 課  

令 和  

 7.  6. 9  

令 和  

 6. 12.27  
救 急 支 援 活動 中 の 施 設 損 傷 事 故  58,300円 58 ,300円 消 防 本 部 総 務 課  

令 和  

 7.  6.30  

令 和  

 7.  4.15  
交 通 事 故  24 1,868円 158, 928円 廃 棄 物 対 策 課  

令 和  

 7.  6.30  

令 和  

 7.  6.12  
車 両 損 傷 事 故  13,2 00円 13,20 0円 維 持 課  

令 和  

 7.  7. 3  

令 和  

 7.  4. 2  
交 通 事 故  58,850円 58, 850円 福 祉 総 務 課  

-
 
3
4
 
-



3 第 4 項 関 係 (市 営 住 宅 の 明 渡 し 等 を 求 め る 訴 え の 提 起 ) 

専 決処 分  

年 月 日  

訴 え の 提 起  

年 月 日  
事 件 名 概  要  

令 和  

 7.  6.30  

令 和  

 7. 7 . 3  

名 古 屋 地 方 裁 判 所 一 宮 支 部令 和 7年 (ワ )第 285号  

市 営 住 宅 明 渡 し 等 請 求 事 件  

市 営 住 宅 の 不 法 入 居 者 に 対 し て 市営 住宅 の明 渡 し

等を 求め る訴 えの 提起  

-
 
3
5
 
-



報告第23号 

令和6年度愛知県一宮市水道事業会計継続費の精算報告について 

令和6年度愛知県一宮市水道事業会計継続費の精算については、別紙のとおりであるので、

地方公営企業法施行令(昭和27年政令第403号)第18条の2第2項の規定に基づき報告する。 

令和7年9月4日提出 

一宮市長 中 野 正 康 
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5 181,700,000 49,800,000 131,900,000 － 89,000,000 18,900,000 70,100,000 0 92,700,000 30,900,000 61,800,000 0

6 26,400,000 － 26,400,000 － 117,144,400 30,900,000 84,300,000 1,944,400 △ 90,744,400 △ 30,900,000 △ 57,900,000 △ 1,944,400

計 208,100,000 49,800,000 158,300,000 － 206,144,400 49,800,000 154,400,000 1,944,400 1,955,600 0 3,900,000 △ 1,944,400

5 30,800,000 － 30,000,000 800,000 23,815,000 － 23,000,000 815,000 6,985,000 － 7,000,000 △ 15,000

6 585,200,000 － 559,000,000 26,200,000 462,927,300 － 454,100,000 8,827,300 122,272,700 － 104,900,000 17,372,700

計 616,000,000 － 589,000,000 27,000,000 486,742,300 － 477,100,000 9,642,300 129,257,700 － 111,900,000 17,357,700

5 14,850,000 － 14,000,000 850,000 9,504,000 － 9,500,000 4,000 5,346,000 － 4,500,000 846,000

6 282,150,000 － 276,000,000 6,150,000 180,618,548 － 178,400,000 2,218,548 101,531,452 － 97,600,000 3,931,452

計 297,000,000 － 290,000,000 7,000,000 190,122,548 － 187,900,000 2,222,548 106,877,452 － 102,100,000 4,777,452

建設改良費1

交 付 金

年 度

　　　令和６年度愛知県一宮市水道事業会計継続費精算報告書

木 曽 川 配 水 場
電気設備改良工事

企 業 債 企 業 債 企 業 債交 付 金

1 資 本 的 支 出

一 般 財 源

比　　　　　　　　　　較

左 の 財 源 内 訳

一 般 財 源
支払義務発生額

木 曽 川 配 水 場
機械設備改良工事

発 生 額 の 差

木 曽 川 町 黒 田
一 ノ 通 り 地 内 ほ か
配 水 管 改 良 工 事

事 業 名
年割額と支払義務

全 体 計 画

左 の 財 源 内 訳

一 般 財 源

（単位　円）　

項款

交 付 金
年 割 額

実　　　　　　　　　　績

左 の 財 源 内 訳

-
 
3
7
 
-



報告第24号 

令和6年度愛知県一宮市水道事業会計決算に係る資金不足比率の報告について 

令和6年度愛知県一宮市水道事業会計決算に係る資金不足比率については、次のとおりで

あるので、地方公共団体の財政の健全化に関する法律(平成19年法律第94号)第22条第1項の

規定に基づき報告する。 

令和7年9月4日提出 

一宮市長 中 野 正 康 

備考 資金不足比率は、資金の不足額が生じていないため、「－」表示とする。 

比率名 令和6年度 経営健全化基準 

資金不足比率 

        (％) 

－ 

        (％) 

20.0 
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報告第25号 

令和6年度愛知県一宮市下水道事業会計決算に係る資金不足比率の報告について 

令和6年度愛知県一宮市下水道事業会計決算に係る資金不足比率については、次のとおり

であるので、地方公共団体の財政の健全化に関する法律(平成19年法律第94号)第22条第1

項の規定に基づき報告する。 

令和7年9月4日提出 

一宮市長 中 野 正 康 

備考 資金不足比率は、資金の不足額が生じていないため、「－」表示とする。 

比率名 令和6年度 経営健全化基準 

資金不足比率 

        (％) 

－ 

        (％) 

20.0 
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報告第26号 

令和6年度愛知県一宮市病院事業会計決算に係る資金不足比率の報告について 

令和6年度愛知県一宮市病院事業会計決算に係る資金不足比率については、次のとおりで

あるので、地方公共団体の財政の健全化に関する法律(平成19年法律第94号)第22条第1項の

規定に基づき報告する。 

令和7年9月4日提出 

一宮市長 中 野 正 康 

備考 資金不足比率は、資金の不足額が生じていないため、「－」表示とする。 

比率名 令和6年度 経営健全化基準 

資金不足比率 

        (％) 

－ 

        (％) 

20.0 
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報告第27号 

いちのみや未来エネルギー株式会社の経営状況の報告について 

いちのみや未来エネルギー株式会社の令和6年度事業概要及び事業会計決算の状況を地

方自治法(昭和22年法律第67号)第243条の3第2項の規定に基づき、別紙のとおり報告する。 

令和7年9月4日提出 

一宮市長 中 野 正 康 
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. 

事業報告に係る附属明細書
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計算書類に係る附属明細書
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